
【平成２４年第３回定例会 健康福祉委員会委員長報告資料】  

平成２４年１０月３日 健康福祉委員長 岩隈 千尋 

 

○「議案第１３３号 川崎市衛生研究所条例の一部を改正する条例の制定について」 

≪主な質疑・答弁等≫ 

＊第２条、第３条及び第５条が削除された理由について 

   第２条にある施設の設置規定は、新しい施設では施設の貸出業務は行わず、

公の施設としての機能は有さなくなるため削除した。第３条は衛生に関する試

験検査、調査研究及び試験検査技術の指導訓練を規定しており、今後もこれら

の業務は継続していくが、条例に定める必要はないと判断したため削除した。

第５条は市内の医療従事者による衛生研究所の施設の使用について規定してい

るが、新たな施設である健康安全研究所は病原体や毒劇物等を取り扱うため、

今までのように施設を貸し出すことは困難であり、また、これまで施設を貸し

出した実績がなく、今後は施設の貸出業務は行わないことから条例から削除し

た。 

＊健康安全研究所の運営主体について 

衛生研究所は、日々の検査、研究の積み重ねにより高い技術力を保持し、こ

れまでも新型のインフルエンザや昨年の福島第一原子力発電所の事故による健

康被害のおそれに対して迅速かつ的確に対応してきた。このような検査体制を

維持するためにも、健康安全研究所として市が直接、運営していきたいと考え

ている。 

＊試験検査手数料の料金改定における他自治体との比較について 

   県内の他自治体の手数料を比較検討して、試験検査手数料を算出した。 

＊市民への情報発信について 

   これまでも衛生研究所ニュースやホームページなどで公衆衛生等の情報発信

を行ってきたが、今後、ホームページの全面的な見直し等を行い、より市民に

とって分かりやすい情報発信に努めていきたい。現在、健康安全室にある感染

症情報センターの機能が健康安全研究所へ移管されるため、専門性の高い感染

症のリスク分析や評価機能を強化して医療機関等への情報発信にも努めていき

たい。 

≪意見≫ 

＊講演会を定期的に開催するなど、市民への健康安全衛生の啓発に努めてほしい。 

≪審査結果≫ 

全会一致原案可決 

 

○「議案第１３６号 川崎市火災予防条例の一部を改正する条例の制定について」 

≪主な質疑・答弁等≫ 

＊パブリックコメントの実施結果及びその反映状況について 

   急速充電設備の標識の意匠について、色、大きさを規定することは好ましく

ないとの意見が１件あった。急速充電設備の標識は設置を義務付けられ、火災



の危険を回避するとともに、火災が発生した場合の消防活動において必要な情

報であり、色や大きさの規定は必要である。パブリックコメントに出された意

見は今後の運用指導の参考とする。 

＊急速充電方式の規格であるチャデモと外国製自動車との互換性について 

電気自動車用の急速充電方式の規格はチャデモやコンボなどがある。日本で

採用されている急速充電方式の規格であるチャデモは、現在のところ外国製自

動車との互換性はなく、充電することはできない。しかし、将来的にチャデモ

とコンボに互換性を持たせるとの報道が一部あった。 

＊条例改正における他自治体との比較について 

   今回の条例改正は、総務省令の一部改正に基づき、急速充電設備の位置、構

造及び管理の基準を定めたもので、近隣の東京消防庁や横浜市、千葉市、さい

たま市などと比較したところ、条例改正の内容はほぼ同一であることを確認し

た。 

＊急速充電設備の安全面の確保について 

   急速充電設備の位置、構造及び管理の基準を明確に規定しており、火災予防

上の安全基準は満たされると考えている。今後、防火対象物の立入検査時には、

急速充電設備についても基準が満たされているか確認を行い、安全面の確保に

努めていく。 

≪審査結果≫ 

全会一致原案可決 

 

○「議案第１４０号 仮称川崎区内複合福祉施設新築工事請負契約の締結について」 

≪審査結果≫ 

全会一致原案可決 

 

○「議案第１４３号 消防救急デジタル無線活動波整備工事請負契約の締結について」 

≪主な質疑・答弁等≫ 

＊入札参加者が１者のみであったことについて 

   入札は日本電気株式会社の１者のみであり、同社は既存の指令システムを構

築した会社でもある。消防局の指令センターにある既設の指令システムと消防

救急デジタル無線を接続する工事において、仕様書では、指令システムを停止

することができないことから施工の確実性が必要であること、無線操作卓や回

線制御装置の取り扱いや改修には専門的な知識が必要になることから、各メー

カーが判断し、結果的に入札参加者が１者となった。 

＊契約金額の支払い予定について 

本工事については、平成２４年から平成２６年の３年間を予定しており、工

事の進捗状況に応じて支払いを行うこととなる。１年目は８，６５５万３，０

００円、２年目は３億７８７万３，０００円、３年目は１０億６，５０７万４，

０００円、合計１４億５，９５０万円をそれぞれ支払う予定である。 

＊消防救急デジタル無線活動波整備工事のメリットについて 



   本整備については、国からの通知に基づき平成２８年５月３１日までに２６

０メガヘルツ帯のデジタル変調方式に移行することとなっている。消防救急無

線については、消防の重要な設備と考えており、消防隊や救急隊への出動指令、

災害状況などの情報収集や応援部隊の派遣など活用しているところである。今

までアナログ無線は傍受されてしまうおそれがあったが、デジタル方式を採用

することで音声が良くなるとともに、通信の秘匿性の向上により情報セキュリ

ティが図られるものとなる。 

＊基地局を新設する場所及び理由について 

   基地局は川崎マリエン、井田病院、多摩区役所及び栗木消防出張所に新設す

る予定である。元々、新設箇所周辺には一部不感地帯があったため、今回の整

備により不感地帯をなくし、円滑な消防隊の活動を促進したいと考えている。

また、基地局の場所の選定に当たっては、民間の建物に設置するのではなく、

公共施設に限定して設置し、賃借料を発生させないよう対応を図っている。 

＊デジタル無線の実施時期について 

   平成２４年から平成２６年までの３年間で整備し、アナログとデジタルの併

用期間を経て、問題がないことを確認してから本格実施する予定である。 

＊デジタル無線化の対象範囲について 

消防無線については全てデジタル無線に移行するが、コンビナート地区の大規

模災害等で事業所等が使用する防災相互無線は、消防無線ではないことから、デジ

タル無線には移行しない。  

＊無線機の操作性について 

   無線機の操作に当たっては、消防活動衣のままでも簡易に操作ができるよう

機器を選定していきたい。 

≪審査結果≫ 

全会一致原案可決 

 

○「議案第１５１号 平成２４年度川崎市後期高齢者医療事業特別会計補正予算」 

≪審査結果≫ 

全会一致原案可決 

 

○「議案第１５２号 平成２４年度川崎市公害健康被害補償事業特別会計補正予算」 

≪審査結果≫ 

全会一致原案可決 

 

○「議案第１５３号 平成２４年度川崎市介護保険事業特別会計補正予算」 

≪審査結果≫ 

全会一致原案可決 

 



【平成２４年第３回定例会 まちづくり委員会委員長報告資料】  

平成２４年１０月３日 まちづくり委員長 山田 益男 

 

○「議案第１３４号 川崎市地区計画の区域内における建築物等の形態意匠の制限に

関する条例の一部を改正する条例の制定について」 

○「議案第１３５号 川崎市地区計画の区域内における建築物に係る制限に関する条

例の一部を改正する条例の制定について」 

≪一括審査の理由≫ 

いずれも新丸子東３丁目南部地区地区計画等に関する内容であるので、２件を一

括して審査 

≪主な質疑・答弁等≫ 

＊新丸子東３丁目南部地区において準工業地域を商業地域などへ用途地域の変更を

行わずに建築に着手する理由について 

国が示している都市計画運用指針及び本市の都市計画マスタープランの小杉

構想のいずれにおいても、基盤整備が完成した際に、その土地利用にふさわし

い用途地域へ変更することとして運用している。そのため、当該地域において

も、基盤整備の終了間際で用途地域の変更を行っていく。 

＊一般国道４０９号の道路拡幅計画と新丸子東３丁目南部地区計画の関係性ついて 

一般国道４０９号は、都市計画道路として現在、拡幅工事が行われている。

この工事計画は、新丸子東３丁目南部地区計画を想定した計画となっている。 

≪意見≫ 

＊投資意欲が高まっている中で、スピードを優先して事業を行っており、当該地域

の都市化を推進し建築物が高度化することにより、コミュニティ形成が図れず、

地域で支えあうことが出来なくなりつつある。また、一般国道４０９号において

も新丸子東３丁目南部地区計画を想定した計画になっているとしても、道路拡幅

が行われるのは、当該計画地終了後、数年が必要になると考えられ、更なる渋滞

が発生することが懸念される。以上のことから、小杉周辺地区の現状を見ると、

５０年後の都市形成を見据えた都市計画の見直しが必要だと感じられ、議案２件

には賛成できない。 

≪議案第１３４号の審査結果≫ 

賛成多数原案可決 

≪議案第１３５号の審査結果≫ 

賛成多数原案可決 

 

○「議案第１４４号 等々力陸上競技場メインスタンド改築工事請負契約の締結につ

いて」 

○「議案第１４６号 市道路線の認定及び廃止について」 

○「請願第 ４１号 「等々力緑地再編整備実施計画」と「等々力陸上競技場整備計

画」に伴い廃止予告された、「等々力地区幹線生活道路を存続

させること」に関する請願」 



≪一括審査の理由≫ 

いずれも等々力陸上競技場に関連する内容であるので、議案２件と請願１件を一

括して審査 

≪請願第４１号の要旨≫ 

等々力町会と小杉神社を結ぶ、幹線生活道路撤去計画を撤回し、従来と同様に車

両が通行でき、通学路としても使えるように存続させることを求めるもの。 

≪理事者の説明要旨≫ 

等々力緑地再編整備に向けた検討体制は、大規模施設の老朽化などの課題を踏ま

え、平成２０年１０月に、学識経験者、スポーツ関係者、商業・産業関係者、地域

の代表、市民代表の計１３人により、等々力緑地再編整備検討委員会を組織し、緑

地全体の施設のあり方や緑地全体の再編整備について３か年にわたって総合的に検

討を進めてきた。 

平成２３年１１月には、等々力緑地再編整備実施計画を踏まえ、陸上競技場及び

周辺の整備、スケジュール等を等々力陸上競技場整備計画として取りまとめ、平成

２７年３月のＪリーグの開幕に合わせてメインスタンドの運用が可能となるよう整

備を進めていきたい。 

中央園路については、等々力緑地再編整備計画に基づき、日常誰もが安全・安心

に利用できる緑地とするため、一般車両の通行を禁止し、陸上競技場と硬式野球場

の間に、たまりの場、防災機能を備えたまとまりのある広場を整備することとし、

公園中央を南北に縦断する道路は、公道の廃止を行うこととした。 

しかし、周辺住民が中央園路を長年利用してきた経過があり、周辺住民や各町内

会と話し合いを進めた結果、工事中は、工事ヤード仮囲いの設置位置の変更や仮設

園路の設置など、工事施工者と調整を進め、中央園路を可能な限り利用に供してい

く。 

また、将来的な通行については、陸上競技場及び硬式野球場の整備後に、硬式野

球場の北側に園路を整備する予定である。 

平成２４年６月２２日に、等々力緑地周辺の４町内会の等々力町内会、小杉陣屋

町２丁目町内会、小杉御殿町１丁目町内会及び宮内自治会の各町内会長並びに小杉

地区連合町内会長に、今後の等々力緑地再編整備に関する話し合いの場として、必

要な情報提供や再編整備における各事業について、意見交換や話し合いの場として

活用していくために、各町内会３、４人の代表者による「幹事会」を設置すること

を説明し了承を得ている。 

設置された幹事会では、等々力緑地再編整備の取組や陸上競技場第１期整備など

の説明を行うとともに、中央園路の道路法に基づく道路の廃道手続を進めることの

説明を行い、整備期間中は、仮設園路の位置を示し車両の通行を確保していくこと。

また、硬式野球場整備後においても、野球場北側に整備予定の代替園路の基本的な

位置を示し、周辺住民の車両の通行を確保していくことを説明した。 

また、幹事会の内容については、各町内会で再度、協議を行った上、８月９日以

降順次、町内会長を通じて、各町内会の意見を伺いながら、廃道手続きを進めるこ

とについて了承を得ている。 



今後も、引き続き、周辺町内会の方々と、整備期間中の仮設園路や硬式野球場整

備後の代替園路の整備形態、通行に関する運用方法などについて話し合いをしてい

きたい。 

≪主な質疑・答弁等≫ 

＊メインスタンド改築工事後の第２期整備工事のスケジュールについて 

第２期整備工事のスケジュールは、第１期整備工事のメインスタンド改築工

事完了後、平成２８年度での事業評価を行った上で工事着手となるため、平成

３０年以降になると思われる。 

＊現在の収容人員と第２期整備完了後の各スタンドの収容予定人員について 

現在の等々力陸上競技場の収容人員は、メインスタンドは約４，０００人、

バックスタンド及びサイドスタンドは約２万１，０００人であり、合計約２万

５，０００人である。 

第２期整備完了後は、等々力陸上競技場整備計画にある収容予定人員として、

メインスタンドは約１万人、バックスタンド及びサイドスタンドは約２万５，

０００人であり、合計約３万５，０００人となり、現状より１万人程度増加す

る見込みである。 

＊照明、騒音及び振動などの対策について 

ナイター時における照明については、競技場の形状などの対策により低減で

きるよう配慮していきたい。また、騒音及び振動などについては、第２期整備

工事などを見据えながら、更なる検証と検討を行い、対応をしていきたい。 

＊収容人員の増加に伴うＪリーグ開催時の警備員の配置について 

Ｊリーグ開催時における警備員の配置については、株式会社川崎フロンター

レが行っているが、今後、収容人員が増加することから、警備員の増員などの

調整を行っていきたい。 

＊中央園路廃道に対する各町内会の意向について 

中央園路を廃道することは、各町内会長と面談し各町内会の意向を確認した

ところ了承を得ている。 

＊幹事会の位置付けについて 

４町内会からの代表者及び小杉地区連合町内会長などで構成される幹事会に

対し、等々力緑地内の中央園路の取り扱いについて説明を行っている。幹事会

は、等々力緑地再編整備計画についての話し合いや周辺住民が意見交換を行う

場または協議の場として位置付け、今後は、市からの情報提供なども率先して

行っていきたい。 

＊等々力町内会臨時総会決議事項に対し市長名で回答することの可能性について 

等々力町内会臨時総会決議事項については、特段宛名が示されていないが、

市に提出されたため、事業を実施している等々力緑地再編整備室長名で等々力

町内会会長あて回答を行っている。 

しかし、今後、市長名もしくは局長名で再度、回答を行うことを検討してい

く。 

＊等々力町内会臨時総会決議事項に対する市の対応について 



等々力町内会臨時総会決議事項で示されている代替道路の設置や位置、安全

性などに対する要望などの５項目への対応は、中央園路の廃止は行われるが、

小杉神社から宮内保育園の間に、新たに代替園路を設置し、安全性を確保して

いくため、決議事項の内容についてはおおむね対応することは可能と考えてい

る。しかし、新たに設ける代替園路の通行に際しては、周辺道路から通り抜け

など一般車両の通行に対しては、何らかの制限を加えていきたいと考えている。 

≪意見≫ 

＊等々力陸上競技場周辺では、収容人員が増加することに伴い、騒音や振動など周

辺住民にとって更なる問題となることが考えられるため、整備工事を進める中で、

検証を行った上で対策を検討し実施していただきたい。 

＊５０年以上も通行に供していた道路を廃道にすることは、大変な労力を要するの

で、町内会長だけに説明を行うのではなく、周辺住民に対しても、市が率先して

説明するよう取り組んでいただきたい。 

＊議案第１４６号の可決に伴い中央園路は廃止されるが、工事期間中においても、

安全性に配慮しながら周辺住民が通行できる仮設園路を設置し、代替園路の設置

についても安全性の確保を行いながら整備し、周辺住民の要望に応えられるよう

努めていただきたい。 

＊等々力陸上競技場の整備工事は、大規模かつ長期間にわたる工事となるため、周

辺住民に対し必要に応じて説明を行うなど丁寧な対応を行い理解を得るとともに、

十分な安全対策を行っていただきたい。 

＊委員会での審査内容を尊重し、事業に取り組んでいただきたい。 

≪議案第１４４号の審査結果≫ 

全会一致原案可決 

≪議案第１４６号の審査結果≫ 

全会一致原案可決 

≪請願第４１号の審査結果≫ 

不採択 

 

○「議案第１４５号 川崎国際生田緑地ゴルフ場の指定管理者の指定について」 

≪主な質疑・答弁等≫ 

＊川崎国際生田緑地ゴルフ場クラブハウスの防災機能について 

川崎国際生田緑地ゴルフ場クラブハウスの防災機能は、備蓄機能及び周辺住

民の避難支援機能である。 

＊川崎国際生田緑地ゴルフ場クラブハウスの災害時の対応について 

生田緑地は、広域避難場所に指定されているため、川崎国際生田緑地ゴルフ

場クラブハウスにおいても周辺住民が避難する可能性も考えられる。したがっ

て、指定管理者の業務の中に非常時・災害時対応を明確に示しており、災害発

生時には、指定管理者においても、市に全面的に協力するとのことである。 

≪審査結果≫ 

全会一致原案可決 



 

○「請願第４０号 「（仮称）小杉町二丁目開発計画」に関する請願」 

≪請願の要旨≫ 

建築計画は日影・風害・景観・排熱に加えて、ペデストリアン・デッキ等の設置

に伴う近隣住宅のプライバシー・防犯上の問題、さらに市道小杉１号線側駐車場出

入口設置による信号前渋滞などの問題が懸念され、また、武蔵小杉駅周辺において

計画及び予定されている他の計画事業についても、市が早急に具体的な計画像を示

し、生活環境の影響を受ける近隣住民の意見を計画段階で反映させていけるよう市

及び事業者に働きかけ、市当局や市議会においても検証を行っていくことを求める

もの。  

≪理事者の説明要旨≫ 

「（仮称）小杉町二丁目開発計画」は、中原区小杉町２丁目２２８番１ほかにおい

て、事業者の三井不動産レジデンシャル株式会社及びＪＸ日鉱日石不動産株式会社

により、Ａ地区とＢ地区の２つの敷地に分かれているが、ほぼ同じ外観のツインビ

ルを建設する計画であり、両地区合わせて、建築敷地面積約１万７，１３０平方メ

ートル、延べ床面積約１４万６，２３０平方メートルである。また、両地区とも容

積率は約６００％、建築物の階数は、地上５４階、地下１階、高さは約１８０メー

トルで、計画戸数は、両地区とも約６４０戸の合計１，２８０戸が計画されている。  

建築物は、配置をできる限り南側に寄せ、高層部を細い形状とすることにより日

影や圧迫感の影響を低減する計画としている。  

建築物の高層部は、両地区とも都市型住宅を整備し、低層部の１階は、商業・業

務施設のほか、マンション住民が使用する集会室及び備蓄倉庫とは別に、Ａ地区に

は防災のための備蓄倉庫、Ｂ地区には町内会などの地域住民のための集会室を整備

する。２階には、商業・業務施設のほか、Ａ地区には約３，０００平方メートルの

コンベンション施設と地域の方の利用も想定した教育施設、Ｂ地区には保育所を整

備し、また、屋外には公共的駐輪場と合計約２，９００平方メートルの広場、屋上

広場を整備する計画である。  

道路整備は、計画地東側の市道小杉町３号線、北側の区画道路１号線、中央の市

道小杉町２００号線を歩道も含め拡幅整備し、敷地外周部には４メートルから５メ

ートルの歩道状空地を整備することで、歩道とあわせて質の高い歩行者空間を確保

する。例として、計画地中央を南北に走る市道小杉町２００号線では、車道が６メ

ートル、歩道が片側に３メートルの合計９メートル、道路に沿って歩道状空地が両

側に４メートル、合計１７メートルの空間を確保する計画である。  

ペデストリアン・デッキは、地上２階の高さで建築物の周囲に設置し、将来はホ

テル ザ・エルシイ跡地である小杉駅北口地区を経由してＪＲ武蔵小杉駅に接続す

る予定であり、多くの利用者が安全・安心、快適に歩行できるよう幅員を約５メー

トル確保し、デッキ上部には屋根を設け、雨天時に傘をささずに歩行できる計画で

ある。  

周辺町内会への本計画の説明は、事業者により、都市計画手続に入る前の段階か

ら地域住民などに対して行っており、市では、小杉町二丁目開発計画の概要などに



ついて、周辺の５つの町内会・自治会を対象に合計７回説明会を開催している。な

お、これらの説明会で寄せられた意見などを踏まえ、これまでに圧迫感の低減や周

辺住宅地へのプライバシーに配慮した計画となるよう、一部建築計画の修正なども

行っている。更には、町内会の各町会長に相談の上、説明会で使用した資料を回覧

し、周知に努めてきている。  

その他、都市計画手続及び住民説明会の開催は、都市計画手続で定める素案説明

会、公聴会のほか、素案説明会において時間の都合上質問できなかった地域住民の

ため、任意で説明会を開催した。今後も必要に応じて任意の説明会を開催すること

も予定しており、地域住民の意見を伺っていきたい。  

≪主な質疑・答弁等≫ 

＊都市計画マスタープラン小杉周辺まちづくり推進地域構想の策定方法について 

都市計画マスタープラン地域構想は、平成２０年９月から素案の説明会、縦

覧、意見募集と順次手続を進め、寄せられた意見を参考に微修正を行いながら、

その後、市民委員参画による都市計画マスタープラン小委員会や都市計画審議

会などで検討を行い平成２１年３月に策定した。 

＊計画地の容積率を６００％にする理由について 

公共施設、道路、公園、広場、あるいは緑地などの施設整備も含め、武蔵小

杉駅周辺の総合的なまちづくりを推進するというコンセプトにより容積率など

を決定している。 

＊総合設計制度の適用ついて 

総合設計制度は、５００平方メートル以上の敷地で敷地内に一定割合以上の

空地を有する建築物について、計画を総合的に判断し、敷地内に歩行者が日常

自由に通行又は利用できる公開空地を設けるなどにより、市街地の環境の整備

改善に資すると認められる場合に、行政庁の許可により、容積率制限や斜線制

限、絶対高さ制限を緩和するものである。将来の用途地域の変更を踏まえ、こ

の総合設計制度を活用した場合においても、容積率６００％の建築物を建設す

ることは可能となる。 

＊建築物の計画されている高さについて 

計画されている建築物の高さは、塔屋等を含めると最高で１９０メートルの

高さになるが、建築基準法上では塔屋等の高さは含めないため、建築物の高さ

は１８０メートルとなる。 

＊今後の周辺住民への説明会の開催予定について 

小杉駅周辺地区の開発は、現在も計画が進行していることからも、進行状況

に応じて、その都度必要に応じて説明会を開催していきたい。 

＊計画されている建築物の低層部に整備予定の集会室、教育施設及び備蓄倉庫と市

民要望の関係性について 

低層部に整備予定の集会室や備蓄倉庫などの施設は、地域住民などからの要

望により、整備することとなったものである。また教育施設については、まだ

具体的に決定はしていないが、地域住民も利用できる音楽教室などを想定して

いる。 



＊建築物の低層部に整備される保育施設を、他施設へ転用する可能性ついて 

保育施設の他施設への転用は、今後の社会状況の変化などを勘案し、その必

要性について、事業者と協議を行っていきたいと考えている。 

＊当該計画地の学区と児童の受入体制について 

当該計画地の学区は、現在、西丸子小学校区であり、児童生徒の予測数は、

実態を踏まえ、戸数当たり０．１９の係数を計画戸数に乗じた２４３人程度と

想定している。また、周辺の学区で児童数が増加傾向にあるため、当該計画地

北側にある日本医科大学の敷地に、市立小学校新設のための協議を日本医科大

学と行っており、学区の見直しなどの検討を行い、受入体制を整えていく。 

＊風環境の中高層市街地相当の具体的な風力について 

風環境の中高層市街地相当の具体的な風力は、年平均で風速５．６メートル

程度になるが、人が立っていられない程の風が頻繁に吹くとは考えていない。 

＊当該計画地及び武蔵小杉駅周辺における各建築計画の具体的な防風対策について 

具体的な防風対策として、植栽、防風スクリーン及び防風庇などを必要な場

所へ設置していく。また、建築物の低層部分に基盤部分を設け、ビル上部から

吹きおろしてくる風に対応したり、建築物の高層棟の形状を、四隅に隅切りを

とることによって風がスムーズに流れるといった対策を行なうなど基本的な計

画の段階から対策を講じている。また、小杉町二丁目開発計画以外の小杉町３

丁目中央地区、３丁目東地区及び北口地区については、各事業者が、それぞれ

の地区において防風対策に努めていく。 

＊環境影響評価時の風害予測と実際の風害の相違への対応について 

現在の風洞実験では、実験装置の中に、ターンテーブル上に乗せた地域の模

型を入れ、これを季節の風向きや風速に合わせて、ターンテーブルを回転させ

風を送り実験を行っており、現在の環境影響評価時の風害予測の精度は上がっ

ている。仮に実際の風と異なった場合は、建設終了後の環境影響評価の事後評

価により、問題が確認されれば、事業者と協議を行い対応していくこととなる。 

＊環境影響評価における事後評価について 

川崎市環境影響評価に関する条例において制度化されており、開発事業者が、

（仮称）小杉町二丁目開発計画に係る環境影響評価準備書に定められた期間に

調査・評価をし、市が確認を行い、必要があれば対策を行うこととなる。 

＊ビルの風害に関する新聞報道の内容の状況把握について 

風環境の状況把握は、小杉町二丁目開発計画の説明会開催時に、地域住民か

ら意見が寄せられ、調査した結果、隣接地において強い風が吹くときがあるこ

とは把握している。今後、関係事業者と協力をしながら、状況を把握し対策を

図っていきたい。 

＊一般道路での渋滞の定義について 

信号機が一巡しても慢性的に自動車が通行できない状態であり、交差点需要

率が０．９を超えるものが、渋滞に該当するものと考えている。 

＊当該計画地前の道路及び周辺道路の混雑状況と今後の交通対策について 

当該計画地前の道路は、幹線道路である南武沿線道路であり、明らかにされ



ている建設計画を考慮に入れても、現在の道路幅員により、渋滞の発生は予測

されていないので、更なる道路拡幅をする必要はないと考えているが、右折レ

ーンの滞留長の延伸などの改良は検討していく。また、その他の周辺道路にお

いては、状況により渋滞が発生することは把握しているので、今後、更なる検

証を行っていきたい。 

＊交通対策における交通管理者との協議の進捗状況について 

交通管理者との協議として、周辺道路の拡幅や歩道の設置などの検証につい

ては終了している。しかし、建築工事の際に、現場の状況により、若干の設計

変更を余儀なくされる場合などは、再度、交通管理者との協議が行われる可能

性がある。 

＊自転車道設置の可能性について 

周辺歩道における自転車の通行は、歩道が３メートルあり、また歩道状空地

が４メートル確保されることから、物理的な通行は可能である。しかし、歩道

状空地における自転車走行の安全性や自転車道設置の連続性の観点から、周辺

地区だけに自転車道を設置することは現状では困難であり、自転車道の設置の

可能性について、交通管理者及び道路管理者など関係機関と継続して協議を行

っていく。 

＊武蔵小杉駅の混雑への対策について 

武蔵小杉駅では乗降客数が非常に多いことは認識しているが、都市計画にお

ける開発行為によって、交通量や人口が増加することによる影響などの検証は

行われており、現在の自由通路やホームの形態で対応できるものと考えている。

しかし、事後的に阻害要因が発生した場合には、新たに必要な公共施設の設置

などの対策を検討していきたい。 

＊計画地周辺の空き家対策について 

本市の空き家率は、平成１０年で１０．８％、平成２０年で１０．１％であ

り横ばいで推移しているが、将来の人口減を見据えると、駅から離れている徒

歩圏の既成市街地では、高齢化率や一人世帯率が高くなっている。今後は、そ

のような市街地への対策として、地域の都市計画マスタープランなどのような

地域に則した都市計画などを策定し、誰もが安心して住み続けることが出来る

対策を図っていきたい。 

＊地域コミュニティ形成のための支援策について 

快適で魅力に富んだ環境の創出や資産価値の保全、あるいは人を引きつける

ブランド力の増進といった、ハード面では補えない部分を、新住民などで組織

されたＮＰＯなどにより支えられ、新しいまちづくりが進められており、こう

した地域に根ざした活動に対して、市として支援していきたい。 

＊当該建築物の二酸化炭素換算でのエネルギー消費量について 

二酸化炭素の排出量は、施設全体で年間約４，２０３トンと試算している。

また、削減の取組として、太陽光パネルや高効率空冷ヒートポンプエアコン、

その他効率的な省エネルギー機器を導入している。更には、居住者、来客者、

従業員のアイドリングストップなどの啓発活動、緑化の推進などを図り、建築



物全体で地球温暖化対策に取り組んでいきたい。 

≪意見≫ 

＊都市計画マスタープランについて、地域住民が理解していないことも散見される

ことから、必要に応じて説明会を開催するなど、地域住民への周知に努めていた

だきたい。 

＊都市計画が地域住民に与える影響を検証するために、専門家を入れた組織を設置

し、継続的に検証を行っていただきたい。 

＊小杉駅周辺地区の開発全体の状況を把握し、経済効率だけではなく、人間が住ま

える環境にすることに重点を置き再度検証を行っていただきたい。 

＊環境影響評価による影響の予測と、建築終了後の実際の状況に相違がある場合に

は、その都度、迅速な対応をしていただきたい。 

＊風害対策については、風洞実験の結果のみを参考にするのではなく、事業者の技

術を活用し、建築後１年間を検証期間として設け、実際の状況を把握した上で対

策を図っていただきたい。 

＊説明会において、地域住民が容易に想像できるよう同様のタワーマンションなど

を事例に上げ、実際の日影、風害などの影響を市が率先して説明を行うなどの工

夫をしていただきたい。 

＊日影図については、当該計画地のみのものではなく、小杉駅周辺地区の開発全体

の作成を検討していただきたい。 

＊当該計画地において公開空地を設けるのであれば、開発事業者や関係機関と協議

を行い、地域住民との交流の場として町内会などへ開放できるように努めていた

だきたい。 

≪取り扱い≫ 

・生活環境の影響を受ける近隣住民の意見を計画段階で反映させていけるように、

その趣旨を採択すべきである。 

≪審査結果≫ 

全会一致趣旨採択  

 

 

 

 


